
 

平成２８年度第２回独立行政法人造幣局契約監視委員会議事概要 

 

 

開 催日時及び場所 平成２８年１２月２７日（火）１３時３０分～１４時３０分 造幣局会議室 

 

委 員 松川 正毅 （大阪大学 名誉教授、大阪学院大学法学部 教授）（委員長） 

        神部 裕之 （独立行政法人造幣局 監事） 

        初岡 直子 （独立行政法人造幣局 監事） 

 

審 議 対 象 個々の契約案件の事後点検【平成２８年度上期（４月～９月）】 

        （１）新規の随意契約となった案件           ２件 

        （２）２か年度連続一者応札・応募契約となった案件   ５件 

           ・うち一般競争入札で一者応札のもの      （２件） 

           ・うち公募で一者応募のもの          （３件） 

        （３）合理化計画の実施状況の点検 

           ・契約全体の一覧表による点検 

        （４）随意契約における予定価格の適正性及び価格合理性の担保に 

係る点検 

・随意契約及び一者応札・応募契約におけるいわゆる落札率 

（契約金額／予定価格）による点検 

 

委員からの意見・質問、それに対する回答等 

        下記のとおり 

 

委員会による意見の具申又は勧告の内容 

        特になし 

 

意見・質問 回答 

 

『個々の契約案件の事後点検』について 

 

（新規の随意契約となった案件） 

・対象案件２件は、ともに貨幣製造における

機械の修理であるが、早急に修理をしないと 

 

 

 

 

・故障した機械は２件とも貨幣製造ライン

等に入っている機械で、その製造能力から 



 

意見・質問 回答 

 

重大な影響が生じるものであったのか。 

 

 

 

 

・緊急に修理が必要とされる目安となる日数

はどのように考えているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２か年度連続一者応札・応募契約となった

案件） 

・黄銅円形（貨幣材料）の調達は、現在１者

だけであるとのことだが、この会社が対応で

きなくなる等のリスクをどのように考えてい

るか。 

 

 

・クレジットカードの利用による貨幣セット

等の信用販売に係る加盟店契約における「当

該契約に係る権利を有する者」とは何か。 

 

 

 

 

 

 

早急に修理を行わないと貨幣製造に支障をき

たすことから、造幣局契約事務規程第２６条

第１項第６号の規定に基づき、緊急随契を行

ったものである。 

 

・状況によって考え方は変わるが、例えば１

台しかない機械が故障した場合であれば、稼

働停止中は製造できなくなることから、故障

次第直ちに修理が必要と考える。複数台で稼

働している機械のうち１台が故障した場合で

あれば、正常稼働している機械の製造能力や

在庫数量等から製造数量が計画に達しなくな

る日数を計算し、それ以上稼働停止になると

判断した場合は、その日数以内に緊急で修理

が必要と考える。 

 

 

 

・１つのリスク分散として、銅系の貨幣材料

は広島支局の一貫工程で製造できる設備を保

有していることから、ある程度の量であれば

造幣局内製で対応できることがフェールセー

フティであると考える。 

 

・本契約はＪＣＢ、ＡｍｅｒｉｃａｎＥｘｐ

ｒｅｓｓ、ＤｉｎｅｒｓＣｌｕｂの３種類の

クレジットカードの加盟店契約を締約するも

のであるが、この３ブランドのクレジットカ

ードを取り扱うことができる会社が「当該契

約に係る権利を有する者」となる。このうち、

ＪＣＢブランドについては、国内で(株)ジェ

ーシービーのみが取り扱うことができる会社 

 



意見・質問 回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合理化計画の実施状況の点検） 

・旧東京支局がさいたま市へ移転する際に契

約した引越しは役務の提供と考えられるが、

工事一式として契約している理由は何か。 

 

 

 

（随意契約における予定価格の適正性及び価

格合理性の担保に係る点検） 

・予定価格の適正性及び価格合理性の担保の

点検は、締結ベースで行っているところであ

るが、なかには契約変更により金額が変わる

ことも考えられる。その際の点検はどのよう

にすべきか。 

 

となることから、公募で１者応募の契約とな

ったものである。なお、ＶＩＳＡ、Ｍａｓｔ

ｅｒについても信用販売を設けているが、こ

れらのブランドは国内でも複数の会社が加盟

店契約を行うことができることから、一般競

争入札で調達しているところである。 

 

 

・一般的な引越しであれば役務の提供と考え

られるが、本契約は貨幣製造等に係る機械設

備の移設、いわゆる据え付け工事も含まれる

ことから、移転に伴う移設工事一式として契

約したものである。 

 

 

 

・契約変更により契約金額が変わった場合は

変更内容に応じて予定価格も変更するので、

端数の処理等により率が変わることはある

が、調達した時点での契約が適正であれば問

題ないと判断している。内容が大幅に変わり

契約金額が増大するような場合は、そもそも

契約変更で対応するのではなく、一旦契約を

破棄して新たに契約を締結すべきと考えるこ

とから、その際は改めて適正な契約であるか

を点検していただくことになる。また、変更

内容が小幅（少額の契約変更）であれば、当

初契約の補足の範囲と考えられることから、

当初契約の段階で価格合理性が担保されてい

ればそれが継続されると判断している。従っ

て、改めて点検していただく必要はないと考

える。 

 


